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１ ．２００８年度　決算の概況
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単位：百万円

2008年度 決算の概況　=連結=

-△5,507△1,8123,695
当期純利益

（利益率）

-△7,013△1,3935,620
経常利益

（利益率）

-　△6,979△1,2235,756
営業利益

（利益率）

△17.2△18,73190,152108,883売上高

増減率増減額2008年度2007年度
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2008年度　事業別売上高　=連結=

18,68618,523
20,203 20,748

36,919

12,007

30,422

15,051

10,063

15,710

2007年度 2008年度

△9.9％

△2,062

18,686

20,748

△15.2％△16.2％△25.5％△17.6％増減率

△2,813△1,944△5,152△6,497増減額

15,71010,06315,05130,4222008年度

18,52312,00720,20336,9192007年度

単位：百万円

すべての事業において、減収すべての事業において、減収

軸受 ダイカスト ガスケット 組付製品他 設備



6

13,252

29,949

63,431

13,981

31,471

54,494

10,291

28,714

0

50,000

100,000

150,000

2006 2007 2008

その他

トヨタ系

トヨタ

105,860 108,883

客先別売上高構成　=連結=

ほぼ全ての客先おいて減収ほぼ全ての客先おいて減収

（百万円） （カッコ内は対前年増減率（％））

（ 2.9）

（ 1.2）

（0.6）

（ 0.1）

（年度）

トヨタ向け設備
20,847

トヨタ向け設備
16,382(△21.4)

トヨタ向け部品
41,812

トヨタ向け部品
47,050（ 12.5）

90,152

（△14.1）　

（△26.4）

（△8.8）

トヨタ向け部品
39,009（△17.1）

トヨタ向け設備
15,485(△5.5)

62,659

（△17.2）
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5,620

△ 1,393

△ 3,000

2008年度経常利益増減要因　=連結=

△5,880

△690

為
替
変
動
に
よ
る
利
益
の
減

会
計
基
準
の
変
更

価
格
改
定

+1,200

合
理
化
努
力

売
上
減
に
よ
る

利
益
減

経
常
利
益

経
常
利
益

（百万円）

経常利益　7,013百万円の減経常利益　7,013百万円の減

2007 2008

△100

退
職
給
付
費
用
の
増
他

（年度）

△710

△598

10,000

△235

原
材
料
価
格
の
変
動0
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2 ．2009年度 　業績予測
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単位：百万円

2009年度 業績予測　=連結=

-　△112△1,700△1,812当期純利益

（利益率）

-　△1,307△2,700△1,393経常利益

（利益率）

-　△1,977△3,200△1,223営業利益

（利益率）

△24.6％△22,15268,00090,152
売上高

増減率増減額2009年度予測2008年度
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2009年度 事業別売上高予測　=連結=

10,14012,8208,46012,57023,8402009年度予測

△45.8％

△8,546

18,686

△18.4％△15.9％△16.5％△21.6％増減率

△2,890△1,603△2,481△6,582増減額

15,71010,06315,05130,4222008年度

単位：百万円

23,840

12,570

8,460

12,820
10,14010,063

18,68615,710
15,051

30,422

軸受 ダイカスト ガスケット 組付製品　他 設備

2008年度 2009年度予測
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10,271

25,387

54,494 43,233

6,811

17,956

2008 2009

90,152

68,000

全ての客先において厳しい状況が予測される全ての客先において厳しい状況が予測される

（△ 27.3）

（△ 24.6）

（△33.7）

2009年度　客先別売上高予測　=連結=

単位：百万円

トヨタトヨタ

トヨタ系トヨタ系

その他その他

（△ 20.7）

（予測）

（年度）

カッコ内は対前年増減率（％）

トヨタ向け部品
39,009（△17.1）

トヨタ向け設備
15,485(△5.5)

トヨタ向け設備
8,726（△43.6）

トヨタ向け部品
34,507(△11.5)
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△ 2,700

△ 1,393

△ 3,000

2009年度経常利益増減要因予測　=連結=

経
常
利
益

経
常
利
益

（百万円）

経常利益　1,307百万円の減経常利益　1,307百万円の減

2008 2009（年度）

5,000

+1,853

合
理
化
努
力

（予測）

+800

原
材
料
価
格
変
動

に
よ
る
利
益
増 +870

減
価
償
却
費

の
減 売

上
減
に
よ
る

利
益
減

△2,800

△1,600
△430

価
格
改
定

為
替
変
動
に
よ
る
利
益
の
減

0
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主な国内連結売上高

66,286
51,529

22,248

20,664

12,000

11,744

43,500

9,839

8,381

2007 2008 2009

その他

日本ガスケット

大豊精機

大豊工業

86,002

104,032

66,907

（予測）

単位：百万円

3,837（大豊岐阜）
4,707（大豊岐阜）

（年度）

3,106（大豊岐阜）

（△1.6）

カッコ内は対前年増減率（％）

（△41.9）

（△14.8）

（△22.3）

（△7.1）

（△16.2）
（△22.2）

（△17.3）

（△18.5）
（△19.1）
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主な海外連結売上高

3,763
2,772

3,246

2,398

1,064

2,153

2,226

1,486

1,315

2,011

1,500

604

908

799

361

573

1,481

810

2007 2008 2009

TCT（タイ）

TCY（中国）

TCK（韓国）

PTN（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ）

TCE（ﾊﾝｶﾞﾘｰ）

TCA(北米)

12,511

10,192

6,767

単位：百万円

（予測）

（年度）

カッコ内は対前年増減率（％）

（△27.5）

（△37.4）

（△33.5）
（△37.0）

（△33.5）

（△38.4）

（△26.3）

（△26.1）

（13.6）

（△46.1）

（3.4）

（△11.5）

（△18.5）

（△33.6）
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設備投資・減価償却費　=連結=

現状の設備維持のための投資に抑え、△62.5％の減少を予想現状の設備維持のための投資に抑え、△62.5％の減少を予想

2,700

9,645

7,193
6,268

12,935

15,801

9,240

6,500
7,3717,1437,324

6,224
4,6174,315

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 （年度）

単位：百万円

（予測）

設
備
投
資

減
価
償
却
費

カッコ内は対前年増減率（％）



16

基礎投資の状況　＝連結＝

中国（TCY）
めっき工場

完成

2009

大豊精機

新工場取得
予定

2010

日本ｶﾞｽｹｯﾄ

タイ新工場

完成・移転

日本ｶﾞｽｹｯﾄ

中国で工場

稼動

日本ガスケット

新本社完成

2008

大豊精機

豊田市に

土地取得

部品事業開始

中国（TCY）　
新工場完成

米国にTTN
設立

中国（TCY）
土地取得

ハンガリー
（TCE）
工場拡張

海
外

大豊岐阜

第２工場完成

大豊岐阜設立

第１工場完成

大豊精機

新本社工場完成

国
内

岐阜県に土地

を追加取得

ｶﾞｽｹｯﾄ事業を

日本ｶﾞｽｹｯﾄ

へ集約

日本ガスケット

を子会社化

岐阜県に土地

取得

大
豊
工
業

2007200620052004年

生産性向上のための投資へ増産対応、基盤拡大のための投資から
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3 ．当社の取り組み
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当社の取り組み

３．生産性向上の取り組み

・シンプル・スリムな製造ラインの構築

・日本ガスケットの本社移転（2008年8月）

・シンプル・スリムな製造ラインの構築

・日本ガスケットの本社移転（2008年8月）

２．新製品・新技術の開発

環境・エネルギーに貢献する製品の創出環境・エネルギーに貢献する製品の創出

１．体質強化の取り組み

・緊急収益改善チームの発足（2008年9月）

・ＶＥＶＡ推進室の設置（2009年1月）

・緊急収益改善チームの発足（2008年9月）

・ＶＥＶＡ推進室の設置（2009年1月）
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１．体質強化の取り組み～収益改善チーム～

自動車産業をとりまく環境が今までにない厳しい
状況のなか、全社をあげて徹底的なコスト削減に
取り組む

　緊急収益改善チームの発足（2008年9月）

・設備投資の圧縮に向けた取り組み

・寄せ止め（生産ラインの集約）による効率化

・生産性向上による労務費の削減

・事務/技術部門のシンプル・スリム化　等
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１．体質強化の取り組み～ＶＥＶＡ推進室～

ＶＥＶＡ推進室の設置（2009年1月）

製品設計段階から、製品の機能を満足させながら
低コストで生産する取り組みを強化。
　　　　※ＶＥ･･･(Value Engineering)、ＶＡ･･･(Value Analysis)

省エネ、ＣＯ２ 、Noｘ削減
環境負荷物質規制対応
（ELV、ＲｏHＳ指令など）

トライボロジー、および排ガス制御技術

シンプル・スリムな製品、および製法開発

⇒ＶＥＶＡ活動

材料開発技術
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２．新製品・新技術の開発

排出ガス清浄化 低燃費化

・低フリクション化

・低燃費化システム

・ＮＯx低減

・ＰＭ低減

環境負荷物質全廃

・鉛フリー

・六価クロムフリー

ﾊﾞﾗﾝｽｳｪｲﾄｴﾝｼﾞﾝﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ

軸受事業

EGRバルブ

ブシュ

ﾊﾞｷｭｰﾑﾎﾟﾝﾌﾟ ｼﾘﾝﾀﾞ

ﾍｯﾄﾞｶﾞｽｹｯﾄ

ｶﾞｽｹｯﾄ事業軸受事業 組付製品事業 ガスケット事業

環境に寄与する製品開発・製法開発

コア技術のトライボロジーを駆使し、

自動車が抱える課題（環境・エネルギー）にいち早く対応
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2 2

10

4

15
19

20 18
15

２．新製品・新技術の開発　各製品の売上高　=連結=

エンジンベアリング ブシュ （単位：億円）

117

81

161
131139
109

07 　08   09
（年度）07 　08   09

07　 08 　09 （年度）

（単位：億円）

120
100

85

（年度）07 　08   09

ガスケット

バランスウェイトバキュームポンプＥＧＲバルブ

（単位：億円）

07　 08 　0907　 08 　09

組付製品

軸受 ガスケット

（予測）

（予測）（予測）

（予測）（予測）

（予測）
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２．新製品・新技術の開発～軸受の環境対応技術～

鉛フリー軸受のラインナップ

■鉛フリーエンジンベアリング

固体潤滑オーバレイ

偏心溝 エンジンベアリング

マイクログルーブベアリング

■低燃費化システム対応

■低フリクション化

環境負荷

物質全廃
低燃費化

軸
受
に
要
求
さ
れ
る
性
能

■高性能化するエンジンに対応する

　エンジンベアリング

1995 2000 2005

ガソリンエンジン

ディーゼルエンジン

（年）2010 2015

ＳＡ260

ＲＡ530/ＳＡ250

ＳＡ250

ＳＡ253

ＳＡ162

ＳＡ152

クリ
ーン
ディ
ーゼ
ル

クリ
ーン
ディ
ーゼ
ル

ハイブ
リッド

ハイブ
リッド

トヨタ　アベンシス　欧州仕様

（2009年1月）

トヨタ プリウス

(2009年5月）

Ｔ300/ＨＳ100

ＲＡ501/ＨＳ110
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２．新製品・新技術の開発～軸受事業の展開～

新開発の鉛フリーエンジンベアリング「Ｔ３００/

ＨＳ１００」は、優れた鉛フリー錫オーバレイ材の

適用により、耐異物性が画期的に向上。

トヨタ自動車の欧州向けディーゼルエンジン車に搭載

されるなど、耐異物性と鉛フリーを両立させたエンジ

ンベアリングとして、自動車メーカーから高い評価を

頂いております。

ディーゼルエンジン用鉛フリーエンジンベアリング　Ｔ３００/ＨＳ１００ディーゼルエンジン用鉛フリーエンジンベアリング　Ｔ３００/ＨＳ１００

Ｔ300/ＨＳ100が採用された新型アベンシス

ＴＭＵＫ（英国）で生産

Ｔ３００／ＨＳ１００
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３．生産性向上の取り組み～シンプル・スリム化～

エンジンベアリングの素材生産工程において、

ニッケルめっきを使用しない材料製法を実用化。

省エネ、省資源化などのシンプル化を達成し、

生産性向上を実現。

シンプル・スリムな製造ラインの構築シンプル・スリムな製造ラインの構築

前処理

圧接 軸受素材
改善後

Ｎｉめっき前処理
鉄板素材

アルミ合金素材
圧接 軸受素材

排水処理

改善前

前処理（研磨、洗浄）工程
の品質を向上。ニッケルを
使用せず、圧接することが
可能になった。

ニッケル（Ni）めっきを行わず、
素材を圧接する製法を開発。

鉄板素材

アルミ合金素材

軸受素材
ニッケルの排水処理施設が
不要になった。

シンプル化
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・日本ガスケット㈱本社を大阪市から豊田市に移転

・大阪市と豊田市に分散していた部門を新本社に集約

３．生産性向上の取り組み～日本ガスケットの本社移転～

新本社 本社スタッフ

日本ガスケット㈱新本社屋完成(2008年8月)

・環境をイメージした緑を基調とする外観
・省エネルギーに配慮した空調設備を導入
・ＩＣカードによる入退場管理を導入し、セキュリティ確保に対応

＜特徴＞
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株主還元

9
9

12

18

8

12
998

12

0

5
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35

2004 2005 2006 2007 2008

中間配当金 期末配当金

17 18
21

30

20

（年度）

（単位：円）

2008年度配当金　20円（前年比△10円）2008年度配当金　20円（前年比△10円）
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前提となる為替レート

2009年度予測2008年度実績

95円102円
ドル為替

レート

（円）

ユーロ

120円150円


